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１ 序
国際会計基準審議会（International Accounting Standard Board ―以下，IASB
と略称する）が発表する国際財務報告基準（International Financial Reporting
Standard ―以下，IFRS と略称する）で各国の会計基準を統一しようとする
いわゆるアドプションの動きも，漸く一段落したように思われる。２０１０
年２月，米国 SEC が IFRS 強制適用の延期を表明，翌年６月，わが国で
も自見庄三郎金融担当大臣（当時）が IFRS 強制適用の延期を表明するな
ど，実務界ならびに産業界の，まるで熱病におかされたような動きにブレ
ーキがかかってきている。
実際，中小企業庁事業環境部財務課中小企業の会計に関する研究会事務
局が２０１０年９月に公表した『諸外国における会計制度の概要』によれば，
すでに IFRS のアドプションを行った国々の中でも，すべての企業のすべ
ての財務諸表に IFRS のそのままの適用を強制している国は皆無である。
多くの国々が IFRS の適用にあたっては，何らかの工夫をしていると言え
る１）。
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１） IASB の本部が置かれているイギリスにおいてさえも，IFRS の強制適用を
課しているのは上場会社の連結財務諸表に限られ，個別財務諸表および非上
場会社の連結財務諸表については IFRS と国内基準の選択適用となっている。
一般にはドイツやスペインのように上場会社の連結財務諸表については
IFRS の強制適用を行い，非上場会社の連結財務諸表については IFRS を容
認し，個別財務諸表については国内基準を適用する連単分離型，あるいは韓
国やオーストラリアのように，IFRS を自国の状況に適したように修整して
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したがってわが国の場合も，たとえ IFRS のアドプションを行ったとし
ても，正直にすべての企業に全面的に強制適用するという選択肢だけがあ
るのではない。企業会計審議会が２０１２年７月２日に公表した『国際会計
基準 (IFRS) への対応のあり方についてのこれまでの議論（中間的論点整
理）』を見ると，連単分離の問題や IFRS の適用のあり方等，諸外国の対
応について，慎重な議論を重ねていくことで一致しているように思われ
る２）。
プラン・コンタブル・ジェネラル（Plan Comptable Général ―以下，プラン
・コンタブルと略称する）を核とする統一的会計制度を国内基準として有す
るフランスも，IFRS のアドプションを行っている。周知のように２００５
年より，EU 加盟各国は IFRS のアドプションを受け入れている。したが
って EU のオリジナル，かつ中心メンバーとしてドイツとともに統合を
リードしているフランスでも，当然のことながら IFRS のアドプションを
行ったことになる。
筆者はこれまで２０世紀前半期におけるフランスの会計制度形成過程に
ついて研究してきた。そしてその結論は次のようなものであった。すなわ
ちフランスの会計標準化は，２０世紀初頭より欧米各国で議論され，財務
会計と原価会計・管理会計を組織的に融合したコンテンラーメンの発想を
発展的に取り入れた会計標準化思考を，第２次世界大戦中に導入したもの
である。そしてその会計標準化思考を，第２次世界大戦後にも守り，進化
させ，さらには仏語圏を中心とした多くの国々に普及させようとしている
のである。一般にフランスでも，そしてわが国でも解釈されているように，
いるケースがほとんどである。（中小企業庁事業環境部財務課中小企業の会
計に関する研究会事務局編『諸外国における会計制度の概要』２０１０年９月
参照）
２） わが国において IFRS の強制適用が延期された背景には，①米国の適用延期，
②IASB と FASB のコンバージェンス作業の延期，③産業界の意識の変化，
④東日本大震災の影響とリーマン・ショック後の株安や円高による業績の低
下，などが考えられる。
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プラン・コンタブルによる会計標準化は第２次世界大戦後の１９４７年に始
まったのであり，占領下でドイツ軍の指導により作成された１９４２年プラ
ン・コンタブルが戦後のプラン・コンタブルの展開に何ら影響を与えてい
なかったなどと言うことは断じてないのである３）。
このようなフランスの会計標準化は，現在 IASB が行っている会計制
度の統一化とは明らかに異なるもの，対極に位置するものにもわれわれに
は思える。実際，２００５年から EU 各国が IFRS を全面的に適用すること
が発表された時，フランスでは衝撃と動揺が走ったものである。IFRS の
適用が企業の国際化やマーケットの要請であるとはいえ，それまでのフラ
ンスの伝統的な会計観とは全く異なったアングロ・サクソン的会計観であ
る IFRS へ移行するということから，「フランスは会計戦争でイギリスや
アメリカに負けた！」などというセンセーショナルな言葉が新聞・雑誌の
見出しを飾ったりもした。IFRS の導入に対して，一種の敗北感を感じて
いたことが，容易に推察できると言えよう。
それではフランスの会計標準化の手段は，２００５年以降，プラン・コン
タブルから IFRS に変わったのであろうか。それとも依然としてプラン・
コンタブルのままなのであろうか。もし IFRS に取って代わったのであれ
ば，それまでの伝統的な会計標準化思考にどのように IFRS を取り込んだ
のであろうか。また依然としてプラン・コンタブルが会計標準化の手段で
あるならば，そこまで拘る理由は何なのであろうか。これが本稿の主題で
ある。
そこで次節ではまずフランスの伝統的な会計標準化思考について今一度
考察することから始めたい。
３） 詳細については拙著『フランスにおける会計標準化の研究』２０１０年・東京
経済情報出版を参照されたい。
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２ 会計標準化の思想
上述のように，フランスでは２０世紀初頭より欧米各国で議論されたプ
ラン・コンタブルによる会計標準化思考を守り，仏語圏を中心とした多く
の国々にそれを普及させようとしている。そこでフランスの会計標準化思
考について今一度考察することにする。
現在，フランスでは１９８２年プラン・コンタブルが施行されている。こ
の１９８２年プラン・コンタブルは第１編「一般規定・用語および勘定計画」
の第１章「一般規定」第２節に「会計標準化に関する一般規定」という節
を設けている。その冒頭で会計標準化思考について，以下のように論じて
いる。
「１ 会計標準化は，①会計の改善，②会計の理解と監査，③会計情報の
比較（時間比較および空間比較），④企業集団・産業部門・地域・国民
など広い範囲での会計の連結，⑤統計の作成，を目的とするものであ
る。
２ 会計標準化は，会計の調和化を目的として会計基準を設定し，その
適用をはかることを内容とするものである。
３ 国家会計審議会（Conseil National de la Comptabilité ―以下，C.N.C. と
略称する）は，その任務と現行の手続きに従い会計基準を設定し，か
つその適用について見解を表明する４）。」
ここで注目すべきことは会計標準化の目的を記した冒頭の記述である。
すなわち１９８２年プラン・コンタブルでは会計標準化の目的として，会計
の改善や理解と監査，および会計情報の比較とともに，連結や統計の作成
４） C.N.C., Plan Comptable Général（以下，注記においては P.C.G. と略称する）
1986, p. I. 7. プラン・コンタブルは１９８３年に EC 会社法第７号指令「連結
財務諸表」が発表されると，１９８６年には「一般会計」の部の末尾に「計算
書類の連結－その方法」(Consolidation des comptes ; méthodologie) という連
結会計に関する章を加えた修整版を発表している。なお，本稿作成にあたっ
ては１９８６年修整版を使用した。
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をも考慮しているのである。もちろん会計一般で言う連結，すなわち親子
会社間の連結については，他国の場合も意識しているであろう。しかしな
がら１９８２年プラン・コンタブルは，産業部門の連結，地域企業の連結，
あるいは国民経済計算をも意識しているところに，大きな特徴があると言
える。
このことは第２次世界大戦後のフランスの経済政策と大きな関係がある。
すなわち第２次世界大戦後，フランスは，荒廃した経済の復興という大き
な問題に直面することになる。その際に選択した経済政策が，協調経済
(économie concertée) である。
協調経済は自由放任という古典的な経済学の終焉を受けてフランスが到
達した結論であり，「投資，生産交換に関する重要な選択が，企業の首脳
者と政府の不断の共同作業によって行われ，また公共部門と民間部門の間
に永続的な協力が行われるような体制５）」である。そこでは「政府は計画
を通じて競争を刺激するという影響を私企業の企業活動に与え，それがフ
ランス経済の発展に好ましいエネルギーを注入することが期待される６）」
のであった。したがってフランスでは市場経済と経済計画とを二者択一に
考えるのではなく，私企業の利潤追求という企業目的のためにこそ，経済
計画が必要であると考えているのである。つまり協調経済とは「大経済単
位からなる市場経済と資本主義の組織の一つの型７）」であると認識してい
るのである。その結果，この協調経済の精神の下，第２次世界大戦後に経
済企画庁が誕生し，初代長官ジャン・モネ (J. MONNET) の名を冠したモ
ネ・プランと呼ばれる１９４７年の第１次計画が発表され，その精神を汲ん
で同年に発表されたのが１９４７年プラン・コンタブルである。以後，プラ
５） 堀川マリ子・堀川士良共著『資本主義と共産主義を越えて』１９６８年・学文
社，１０ページ。
６） 林雄二郎編，『フランス経済の現実と展望』１９６７年・東洋経済新報社，１９ペ
ージ。
７） François Perroux, Le IV e Plan Français, 1962, Presses Universitaires de
France, p. 10.
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ン・コンタブルは経済計画と密接に連携しながら展開することになるので
ある。
第２次世界大戦後に公表されたプラン・コンタブルは，この経済計画へ
の貢献，すなわち国民経済計算への資料提供を会計標準化の第一義的目的
として展開されているのである。したがって１９８２年プラン・コンタブル
だけでなく，戦後のプラン・コンタブルはフランスの会計標準化の目的を
明記している。
１９４７年プラン・コンタブルはその冒頭で「会計標準化は企業の財政的
成果を明確かつ迅速に算出することを可能にするだけでなく，企業の総原
価，商業戦略，技術的経営管理などの進化の追求をも可能にする。さらに
会計標準化は総原価によって，様々な事業と多くの企業の製造原価間の接
近を企業に与える。それによって，プラン・コンタブルは市場ならびに競
争の健全化の研究という本質的要因になる８）」と，プラン・コンタブルの
様々な目的を論じている，その上で，国民経済計算の必要を論じ９），さら
に国民経済計算のためには会計標準化によって，①様々な企業によって把
握された基礎的勘定の合計を認めること，②生産と交換の動的側面を与え
ること，③経済統計により大きな意義を持った価値を与えること，が必要
であるとしている１０）。
また１９５７年プラン・コンタブルは第１編「原則」の冒頭の「プラン・
コンタブルの目的と内容」で，「プラン・コンタブルは会計の前進的な標
準化を狙いとしている。そしてその標準化は，時間比較および空間比較に
必要不可欠な同質性と，商業や製造業，および他のあらゆる関係機関の特
徴，要求，手段にプラン・コンタブルの規定が適応するための柔軟性の両
方を両立させる」と論じている１１）。
８） Commission de Normalisation des Comptabilité, P.C.G., 1947, p. 14.
９） Ibid., pp.15~16.
１０） Ibid.
１１） C.N.C., P.C.G., 1957, p. 21.
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以上のことから，フランスの会計標準化は，単にミクロの企業会計だけ
を対象としているのではない。民間の私企業のほか，公的機関である政府
・地方自治体および当該機関が出資参加している公営企業や非営利企業
（組織）などをも対象にしており，マクロの国民経済計算との体型的一貫
性をも意識した会計標準化となっている点にこそ，特徴がある。すなわち
「私的利益 (l’intérêt privé) のための会計の他に，社会的利益 (l’intérêt public)
のための会計１２）」を重視していると言える。
それでは２００５年の EU 各国の IFRS の強制適用受け入れによって，フ
ランスの会計標準化の手段はプラン・コンタブルから IFRS に移行したの
であろうか。それとも依然としてプラン・コンタブルが会計標準化の手段
となっているのであろうか。次節においてこの点について考察していくこ
とにする。
３ IFRS に対する対応
フランスの会計基準作成は長い間，C.N.C. が担ってきた。すなわち，
１９４７年プラン・コンタブルを起草した会計標準化委員会 (Commission de
Normalisation de Comptabilité)，１９４７年プラン・コンタブルを公表し，１９５７
年プラン・コンタブルの作成に携わった会計高等審議会 (Conseil Supérieur
de la Comptabilité) にかわり，１９５７年に C.N.C. が創設されて以来，C.N.C.
は２００７年までフランスにおいて会計基準作成の主導的な役割を果たして
きた。
しかしながら１９９０年代になると，会計基準の国際的統合の必要性の議
論が EU 域内諸国にも徐々に広がり，EU の中心メンバーであるフランス
においてもその波が確実に押し寄せてきた。EU の統一的な会計基準を新
たに作成し，それを諸外国に広めることを試みるよりも，IFRS を積極的
に採用し，IASB の中心メンバーとして基準作成をリードし，IFRS の中
１２） 青木脩著『フランス会計学』１９７２年・財経詳報社，６ページ。
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に EU の主張を盛り込むべきであるという議論である。
EU 各国が２００５年からの IFRS の強制適用を正式に決定したのは２００２
年であった。すなわち，２００２年７月１９日に採択された「国際的な会計原
則に関する EU 議会および理事会の命令 No. 1606/ 2002」である。しか
しながら，すでに１９９５年１１月には，EU 委員会は EU 域内における市場
統合を目指し，「会計調和－国際協調に向けた新たな戦略 (Accounting Har-
monization: A New Strategy Vis-a-vis International Harmonization)」を公表して
いた。ここで明らかにされた戦略は，IASB（当時は IASC: International Ac-
counting Standard Committee；国際会計基準委員会）が公表する IFRS（当時は
IAS: International Accounting Standard；国際会計基準）と協調し，EU 会計基
準の国際互換性を図る方針を明らかにしたものであった。さらに２０００年
６月，欧州委員会は，「EU 財務報告戦略－進むべき道 (EU Financial Report-
ing Strategy:the way forward)」を公表し，２００５年までに国際会計基準を域内
のすべての上場会社に適用する方針を公表したのであった。したがって実
質的には１９９０年代後半には，EU 各国の２００５年からの IFRS の強制適用
は既成事実となっていたのである。
このような情勢の下でフランスでも，会計基準の国際化への対応が急務
となった。１９９６年には C.N.C. の中に緊急委員会 (Comité d’urgence) が創
設され，１９９８年には C.N.C. とは異なる機関として，１９９８年４月６日の
法律（会計規制法）によって，会計規制委員会（le Comité de la Réglementation
Comptable ―以下，CRC と略称する）が創設されたのである。
この CRC はすべての利害関係者の代表である１５名の会計専門家から
構成されており，１９９８年４月６日の法律によって，「①会計基準に対して
より透明性および安定性を与えるよう支援すること，②より一貫性ある会
計基準を作成すること，③連結財務諸表の作成に当たり国際基準の利用を
指導し決定すること１３）」の３つの目的の達成を求められており，会計基準
１３） 野村健太郎稿「フランス会計制度の研究－プラン・コンタブル・ジェネラル
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設定に関するすべての手続きを委ねられていた。
さて，CRC は C.N.C. と協調して，上記の目的達成のための作業に取
りかかることになる。会計基準設定に関する手続きが CRC に委ねられた
とはいえ，「実際には会計規則作成の基礎的作業は C.N.C. が行って１４）」
おり，「会計規則作成の技術的側面は C.N.C. が担い，法的整備の側面は
CRC が請け負うという相互依存関係１５）」にあったのである。その結果，
１９９９年に新たに CRC 規則ならびにそれを承認する省令によってプラン
・コンタブルが修整されたのである。
修整されたプラン・コンタブルは，個別財務諸表に関する部分と連結財
務諸表に関する部分の２つに分かれていた。すなわち，個別財務諸表につ
いては，CRC 規則第９９－０３号およびそれを承認する１９９９年６月２２日の
省令１６）が，連結財務諸表については，CRC 規則第９９－０２号およびそれを
承認する１９９９年６月２２日の省令がそれである。もっともこの１９９９年プ
ラン・コンタブルは，一般会計に関する部分しか取り扱っていない。分析
会計に関する部分，すなわちクラス９は任意的性格を持つものとして，除
外されている。また１９９９年プラン・コンタブルは「規則として取り扱わ
れることになり，会計基準に関わるもののみを表明１７）」している。したが
って１９８２年プラン・コンタブルにあった「法的関係」「取引の定義と特
徴」「勧告」「補足説明」「解釈」なども除外されている。その代わりに１９８２
年以降公表された C.N.C. の意見書等が統合されており，多分に暫定プラ
ンの性格が強いものであると言える１８）。実際に公表された個別財務諸表に
を機軸として－」大分大学『経済論集』第５５巻第２号，pp. 66~67.
１４） 同上，p. 76.
１５） 同上，p. 77.
１６） これがいわゆる１９９９年プラン・コンタブルと呼ばれるものである。
１７） 野村健太郎稿，前項論文，p. 79.
１８） ただし，一般会計と分析会計の両者を形式的には同じ１つの体系で，実質的
には相互に独立させて包含した勘定組織にこそ，プラン・コンタブルの最大
の特徴があると考えるわれわれにとっては，たとえ暫定プランとはいえ，
１９９９年プラン・コンタブルから分析会計に関する部分が除外されてしまっ
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関する基準の部分も，「時間の推移につれて若干の修整・変更をとり入れ
ているのみであり，同一取引に係る会計処理は１９８２年プランの基準を
１９９９年プランにおいても踏襲されていて，原則として特段の変更を受け
ていない１９）」状態であった。そういう意味でも１９９９年プラン・コンタブ
ルは，あくまでも１９８２年プラン・コンタブルの修整版と考えるのが妥当
であろう。
さて，以上のような状況でフランスは，EU 委員会が IFRS の強制適用
を定めた２００５年を迎えたのである。はたしてフランスは会計標準化の手
段として IFRS を選択したのであろうか。
結果的には IFRS の強制適用が求められているのは，ユーロネクスト市
場上場会社の連結財務諸表のみである。非上場会社の連結財務諸表につい
てはプラン・コンタブルと IFRS の選択適用を認めているが，現実にはほ
とんどの企業でプラン・コンタブルが使用されている。また個別財務諸表
については，上場・非上場にかかわらず，プラン・コンタブルが適用され，
IFRS の適用は禁止されている。
２００９年１月のオルドナンスにより，C.N.C. と CRC の２機関を統合す
る形で創設され，現在，唯一の会計基準設定団体となっている会計基準
局２０）（Autorité des Normes Comptables ―以下，ANC と略称する）によれば，
個別財務諸表についてプラン・コンタブルを適用し，IFRS を禁止した理
由は，①関連するすべての法律の改革が必要であり，社会的なコストが高
い，②中小企業に適用する場合は人事・経理・販売を含む中小企業の経営
の枠組みそのものに影響を与え，中小企業に過度の負担を強いる，③資本
市場ではなく銀行等から資金調達をしている中小企業には IFRS の適用は
たという事実は，極めて重いものであると考える。この点についてはいずれ
改めて考察したい。
１９） 野村健太郎編『プラン・コンタブルの国際比較』２００５年・中央経済社，p. 6.
２０） Groupe Revue Fiduciaire, La Revue fiduciaire Comptable n°359, mars 2009参
照。
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なじまない，ことなどとされている２１）。
実際，２００５年１月１日現在のフランス企業の状況を見ると，２，６１７，８７０
社の企業が存在しているが，従業員２５０人未満の企業である中小企業は，
企業数約２６１万社（約９９．８％）を占めている。しかもこれら中小企業の中
で，従業員数１０人未満のいわゆる零細企業が大半を占めている（全体の企
業数の９３．１％）。これに対して従業員２５０人以上の大企業は４，９１０社にとど
まっている。約２０万社の株式会社があるが，これは企業全体の１０％程度
であり，大半は家族経営による中小・零細企業である。また銀行借入によ
る間接金融中心の資金調達が主流であり，ユーロネクストパリに上場して
いる会社も，わずか６６１社にすぎない。そしてこの傾向は，２０１０年１月１
日現在の状況でも，従業員数２００名未満の会社が全体の９９／８％を占める
など，現在も続いていると考えられる２２）。したがって IFRS を適用してい
る企業は企業全体の０．０２５％，株式会社全体の０．７％弱に過ぎない。もち
ろんこれらの企業の中にはフランスを代表する大企業がほとんど含まれて
はいるが，その上場企業についても，上述のように個別財務諸表について
はプラン・コンタブルを適用しているのである。
結局，フランスの場合，IFRS の適用はユーロネクストパリ上場会社の
連結財務諸表のみという，あくまでもアリバイ作りにすぎなかったと言え
よう。つまりアングロ・サクソン的会計思考である IFRS によって会計標
準化を行うという選択を行わず，従来からのフランスの伝統的会計思考で
あるプラン・コンタブルでの会計標準化を選択していると言えよう。
実はこのことは，既述のように，CRC と C.N.C. が協調して作成した
１９９９年プラン・コンタブルの編集方法に，如実に表れているとわれわれ
２１） ANC, Plan stratégique ANC 2010-2011 (2010), pp. 15-21参照。
２２） 国立統計経済研究所 (L’Institut National de la Statistique et des Études
Économiques: INSEE) Répertoire des Entreprises et des Établissements –
Sirene.（財）自治体国際化協会編『フランスにおける企業への公的支援制
度』2008・（財）自治体国際化協会参照。
フランスにおける会計標準化の手段
― ―４５
は考える。すなわち１９９９年プラン・コンタブルの作成にあたって，CRC
は個別財務諸表を対象にするプランと，連結財務諸表を対象にするプラン
とを，明確に分離して作成・公表したのである。
そもそも CRC の創設とその目的を明らかにしている１９９８年４月６日
の法律が，連結財務諸表については IFRS を採用することを示唆している。
その１年後の１９９９年に CRC と C.N.C. が IFRS の適用に対して出した答
えは連単分離だったのである。否，むしろ CRC 創設以前からの既定路線
が，IFRS 強制適用はユーロネクストパリ上場会社の連結財務諸表のみに
限定するということであったのであろう。そういう意味では，EU 域内各
国の IFRS の強制適用という，いわば黒船の出現に対して，上場・非上場，
連結・個別を分離することによって，ユーロネクストパリ上場会社の連結
財務諸表のみに IFRS を強制適用することで，従来からの伝統的なフラン
スの会計標準化思考，すなわちプラン・コンタブルによる会計標準化思考
を守ったと言えよう。
４ プラン・コンタブルの原点
前節でわれわれは２００５年の EU 各国の IFRS 強制適用の後も，フラン
スが依然としてプラン・コンタブルによる会計標準化を志向してきている
ことを明らかにした。そこで今節ではフランスが拘る，このプラン・コン
タブルによる会計標準化思考の原点について考察していくことにする。
すでに論じたように，第２次世界大戦後のプラン・コンタブルの展開は，
経済政策の展開と密接に関係している。すなわち荒廃した諸産業の復興を
目指して作成された，第１次，第２次，第３次の経済計画である《近代
化・設備計画》(Plan de Modernisation et d’Equipement) の一環として作成さ
れた１９４７年プラン・コンタブル，《経済・社会発展計画》(Plan de
Développement Economique et Social) である第４次経済計画に対応する１９５７
年プラン・コンタブル，および EU への対応を強く意識した１９８２年プラ
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ン・コンタブルという，国民経済計算への資料提供を第一義とした会計標
準化であった。したがって「遙有株主群の保護に始まり，株主間の均霑を
旨として，期間損益計算を重視する英米流－そしてわが国の－会計観２３）」
とは異なり，「企業の社会的貢献の測定に力点を置きつつ，契約を基礎とす
る法的関係や，財産保全に関心のある２４）」会計観を持っていると言えよう。
ところで，このような第２次世界大戦後のプラン・コンタブルの展開
は，１９４７年に唐突に始まったのではなくて，第２世界大戦中に公表され
た１９４２年プラン・コンタブルと密接に関係していると，われわれは考え
ている。
占領下でドイツ軍の指導によって作成された１９４２年プラン・コンタブ
ルは，１９３７年にドイツで発表された，いわゆる命令コンテンラーメンと
呼ばれるゲーリング・プラン (Plan GOERING) の模倣にすぎないものと考
えられていた。そしてこの命令コンテンラーメンは，第１次世界大戦後の
不況期のただ中にあったドイツにおいて，産業を合理化し，全体経済的生
産性を高めるためには，経営比較を容易にする統一的な勘定組織を確立す
ることが必要不可欠であると考えて１９２７年にシュマーレンバッハ (E.
SCHMALENBACH) が公表した，財務会計に組織的原価計算を融合したコ
ンテンラーメンを，戦時下の経済統制のために改悪したものであった。し
たがって１９４２年プラン・コンタブルも，合理化によって生産力を向上さ
せ，戦争へ貢献することを目的としており，第２次世界大戦後のプラン・
コンタブルの展開とは何ら関わり合いのないものであったという評価が一
般的である。
しかしながら，ドイツ流の会計思考であるゲーリング・プランを基盤に
しながらも，そこに可能な限り，フランス流の会計思考を取り入れようと
工夫したことなどからも，１９４２年プラン・コンタブルは戦後のプランの
２３） 斉藤昭雄著『フランス会計制度論』１９８８年・千倉書房，p. ii
２４） 同上。
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展開と密接なつながりを持っており，この１９４２年プラン・コンタブルこ
そ，フランスのプラン・コンタブルの原点であると筆者は考えている２５）。
それではこの１９４２年プラン・コンタブルは，会計標準化についてどの
ように述べているのであろう。１９４２年プラン・コンタブルはその冒頭に，
「プラン・コンタブルの存在理由」(les raisons d’être d’un plan comptable
général) という章を設けて，プラン・コンタブル作成に至った理由とその
正当性について論じている。そしてこの章は，「１９４２年７月の『現代経済
研究』(Revue de l’Economie contemporaine) 第３号に掲載された２６）」のである。
したがって１９４２年プラン・コンタブルにおける会計標準化について考察
する時，当然この「プラン・コンタブルの存在理由」の章について考察す
ることが必要になる。
注目すべきはその冒頭で，「１９２９年のバルセロナ国際会計会議で，会計
の普遍的教義を定義しようという決意が，おそらく初めて明確に表明され
ており，会計標準化の理念は新しい理念ではない２７）」と宣言していること
である。さらに「会計標準化の理念は会計の進歩から生じた極めて当然の
帰結であり，それは数世紀来の課題である２８）」と述べ，アメリカ，イギリ
ス，ソビエト連邦，そしてドイツの会計標準化について論じている。その
上で，１９４２年プラン・コンタブルは以下のことを論じている。すなわち
まず，フランスの会計技術の進展に比べて会計法規制の進展が遅れている
こと，次にそれまで財務的な領域に限定されていた会計に対して，企業の
２５） 詳細については前掲拙著『フランスにおける会計標準化の研究』第４章
「１９４２年プラン・コンタブルに与えたコンテンラーメン論の影響」を参照さ
れたい。
２６） R. CAUVIN, “Historique et Critique du Plan Comptable Général”,
E. ARCHAVLIS, R. CAUVIN, J. R. ORUN, G. ROMNET, Journées d’Etudes
Comptables Marseille, 1949, Le Plan Comptable Général Etudes et Rapports,
Edition du Conseil Régional de l’Ordre National des Expert-Comptables et
Comptables Agrées, p. 19.
２７） Commission Interministérielle, P.C.G ., 1942, p. 1.
２８） Ibid.
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規模が大きくなり，製造業という形態が出現するにつれ，企業の生産活動
に着目する必要が生まれ，収益費用の見積もりを会計に望むようになった
ことである。さらに深刻な経済的停滞の状況にあった当時のフランスでは，
企業の生産性や収益性の向上をはかり，活力ある経済を取り戻すためには，
会計標準化を含めた経済政策が必要不可欠であると考えられたことである。
以上のように論じた上で，１９４２年プラン・コンタブルは「結局，会計
形態はすべての企業で同一の方法で理解されなければならない。そのこと
が，一方で企業間比較，個々の総原価の集積による業種別の平均総原価の
算定，販売価格の合理的設定のための重要要素の決定が，他方で業種間比
較，諸問題の要素を認識することによる事業の繁栄と社会的政治的均衡の
基礎となる国家的価格の公正な均衡の実現を可能にするのである２９）」と結
論づけている。すなわち「社会全体の利益と私的利益の仲裁を行う３０）」存
在として，政府があるのである。
この１９４２年プラン・コンタブルの記述を見ると，プラン・コンタブル
による会計標準化は１９４２年に始まっていることが明らかである。１９４２年
プラン・コンタブルが論じている会計標準化の目的は単に一企業の利益に
とどまらず，究極的には社会全体の利益を考えているのである。したがっ
てこれらの会計標準化思考は第２次世界大戦後のフランスの一連のプラン
・コンタブルのそれと，軌を一にしていると言えよう。
１９２９年のバルセロナ国際会計会議を契機として欧米各国におこった会
計標準化の潮流，そして諸外国に比べて会計標準化の法制化が遅れていた
フランスは，プラン・コンタブルによる会計標準化に大急ぎで取りかかる
ことになる。その過程で作成されたのが１９４２年プラン・コンタブルであ
る。その後，第２次世界大戦後に改めて全面修正し，装いも新たに公表さ
れたのが１９４７年プラン・コンタブルであり，戦後のプラン・コンタブル
２９） Ibid., p. 9.
３０） Ibid., p. 8.
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の展開に繋がっていったことが類推される。そして１９４２年プラン・コン
タブルの中には，ドイツによる占領，そして占領軍の指導，そしてゲーリ
ング・プランの影響があったことは全く触れられていない。したがって
１９４２年プラン・コンタブルだけを見る限りでは，完全にフランスの手で
作成されたように思われる。
もちろん１９４２年プラン・コンタブルがコンテンラーメンの影響を受け
ており，ゲーリング・プランを土台に，そこに可能な限りフランス流の会
計思考を導入して作成されたことは紛れもない事実である。またそもそも
ドイツによる占領下で公表された１９４２年プラン・コンタブルに，「このプ
ランはあくまでもドイツ軍の指導で戦時統制のために作成されたものであ
り，フランス的な会計思考ではない」等という記述をするわけがないのは，
そしてそのような記述が許されるわけがないのは当然であろう。
しかしながら当時の会計学者として著名なブリュネ (A. BRUNET) が第
２次世界大戦後の１９５１年に出版した著書『会計標準化』(La Normalisation
Comptable) も，これまでのわれわれの考察を裏付けるような構成となって
いる。すなわち会計標準化の必要性と様々な目的，およびイギリス，アメ
リカ，ドイツ，ソ連などの諸外国の会計標準化の例を論じ，その上で１９３５
年のデクレによる会計規制，１９３９年のデクレによる保険会社への会計規
制，１９４１年の法律による銀行業への会計規制，１９４２年プラン・コンタブ
ル，そして１９４７年プラン・コンタブルと，フランスにおける会計標準化
の展開について明らかにしている３１）。ブリュネは１９４２年および１９４７年の
両プランについて，「最初に１９４２年プラン・コンタブルを，次いで１９４７
年プラン・コンタブルをという形で，フランスは，プラン・コンタブルと
しての最初の著作 (oeuvre originale) を２度繰り返して出版した３２）」と論じ
３１） A. BRUNET, La Normalisation comptable au service de l’entreprise, de la
science et de la notion, Edition Dunod, 1951.
３２） Ibid., p. 165.
リシャール (J. RICHARD) は，１９４２年および１９４７年の両プランに関する議
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ている。
ところで１９４２年プラン・コンタブルは欧米各国で会計標準化が議論さ
れる契機となった出来事として，１９２９年のバルセロナ国際会計会議を挙
げている。この会議は９月８日から１２日まで５日間の日程で行われた国
際会計会議であり，５つの政府と１４の国家，６０の専門会計士協会の代表，
１５０名以上のメンバーが参加した。
われわれはこの国際会計会議について，すでに詳細に考察してきた３３）。
国際会計会議はパンスルー (C. C. PINCELOUP) の著書によれば，１９１０年
の第１回ブリュッセル会議から１９３９年のリエージュ会議まで，合計１０回
開催されているが，とりわけここでわれわれは１９２６年７月にブリュッセ
ルで行われた，第４回国際会計会議に注目したい。
さてこの会議のテーマは以下のようになっていた。
「第１部会：一般会計
―用語，プラン・コンタブル（勘定の普遍的分類）
―勘定の働き，機能，特徴，符号
第２部会：部局の作業の合理的組織
―組織，サービス，刊行，係争問題
―作業方法，機械他
第３部会：国際会計会議の目標
―国家経済が世界規模になるような原則から出発し，このことを理
論について，①いずれもドイツの影響であるとする論者，②いずれもフラン
スの成果であるとする論者，③１９４２年のプランがドイツの影響であり，１９４７
年のプランは純粋にフランスの成果であるという論者の３つのカテゴリーに
分類することができるとしている。そしてブリュネは第２のカテゴリーであ
るように思われると論じている。(J. RICHARD, «Les Origines du Plan
Comptable Français de 1947: Les Influences de la Doctorine Comptable
Allemande» Cahier de recherche Université Paris Dauphine, No. 9302, 1988,
pp. 2~3.)
３３） 詳細については，拙稿「フランスにおける２０世紀前半の会計標準化をめぐ
る状況」成城大学『経済研究』第１６２号白鳥庄之助名誉教授退職記念論文
集，２００３年１１月を参照されたい。
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解したうえで国際会計が最も広く最も高度な役割を持つ世界にな
るような，大規模な国際集団と国際連盟との結合を実現する行為
―領域；統計，財政，一般経済，輸送
第４部会：その他
―他のあらゆる問題が会議の作業の枠組みに包含される３４）」
驚いたことに，すでに１９４２年プラン・コンタブル公表の１６年前，シュ
マーレンバッハがコンテンラーメンを公表する１９２７年の前年に，プラン
・コンタブルという用語が使用されているのである３５）。
われわれはこれまであまりこの事実を重要視していなかった。また，プ
ラン・コンタブルという用語はコンテンラーメンというドイツ語のフラン
ス語訳であると考えていた。しかしながらコンテンラーメンが普及する前
にプラン・コンタブルという概念が存在していたとするならば，ドイツの
影響以前にフランスにはプラン・コンタブルによる会計標準化思考があっ
たことになる。ましてこの１９２６年の第４回国際会計会議では，そのプラ
ン・コンタブルによる会計標準化思考が，単に一企業の業績だけを問題に
していたのではなく，第３部会で話し合われたように，統計，財政，一般
経済，輸送に関わる領域を対象に国家経済や国際会計をも意識していたと
なると，第２次世界大戦後のフランス会計標準化思考とも直接つながって
くるものになると言える。
もちろん，われわれは１９２６年の第４回ブリュッセル国際会計会議のプ
ログラムや討議記録などの原資料を基に考察しているのではなく，あくま
でも１９９３年に出版されたパンスルーの著書を基にしている。したがって
プラン・コンタブルという用語を直接用いていないにもかかわらず，会議
３４） C. C. PINCELOUP, Histoire de la Comptabilité et des Comptables, 1993,
Edition Nice, p. 105.
３５） もちろん，シュマーレンバッハがコンテンラーメンを公表する以前から，コ
ンテンラーメンに関する議論は存在している。たとえば１９１４年のシェアー
(Johann Friedrich SCHÄR) の『勘定組織論』(Buchhaltung und Bilanz auf
wirtschaftlicher und mathematischer Grundlage) が挙げられる。
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の内容からパンスルーがこれをプラン・コンタブルについての議論である
と考え，そのように記している可能性もある。
しかしながら，国際会計会議がベルギーで開催されることが多く，大陸
系諸国が主導していた事実，および当該国際会計会議もベルギーで行われ，
フランス語での記録もあるであろうことから，プラン・コンタブルという
用語が使用されていた，あるいは実質的にはプラン・コンタブルの原型を
念頭に置いて議論されていたと類推することが可能ではないだろうか。
もしそうであるならば，１９４２年プラン・コンタブルが論じているよう
に，以下のように結論付けることが可能であろう。すなわち，バルセロナ
国際会計会議を契機として，あるいはそれ以前から，フランスにはプラン
・コンタブルによる会計標準化思考があった。それは単に一企業の利益を
考慮するだけではなく，社会全体の利益を考慮するような，実際に第２次
世界大戦後にフランスで展開されたような会計標準化であった。その過程
でフランスは不幸にもドイツによる占領を経験し，ゲーリング・プランを
強要されそうになった時にも，ゲーリング・プランを基にしながらも，そ
こに可能な限りフランス的会計思考を導入した，１９４２年プラン・コンタ
ブルを作成・公表した。したがって，第２次世界大戦後にドイツによる，
そしてゲーリング・プランによる束縛から逃れた時にも，１９４２年プラン
・コンタブルを基盤にしながらも，新たにフランス的思考を純化させ
た，１９４７年プラン・コンタブルを作成し，そしてこれが第２次世界大戦
後のプラン・コンタブルの展開に結びついていったという結論である。
５ 結び
以上，われわれはフランスの会計標準化思考，ならびに IFRS に関する
フランスの対応を考察し，その上でフランスの会計標準化思考の原点を再
吟味してきた。その結果は，フランスの会計標準化の研究を行うわれわれ
にとって，示唆に富んだものとなった。
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もともとわれわれは第２次世界大戦後の１９４７年に，ドイツによる占領
を連想させるプラン・コンタブルによる会計標準化をフランスが継続した
ことに，大きな疑問を持った。この点についてわれわれはすでにリシャー
ルの論考を手がかりに考察した。リシャールは１９４７年プラン・コンタブ
ルが二元論のプランを選択した理由について，ドイツによる強要を連想さ
せる１９４２年プラン・コンタブルからの脱却を意図した心理的理由，中小
企業が多いフランスでの原価会計を標準化することの危険を考慮した実務
的な理由，成果の標準的な提示のためには，費用の性質別の分類を基礎に
した二元論的なプランが必要であったという技術的な理由を挙げ，これら
を否定した上で，第４の政治的な理由を採用している。すなわち，協調経
済を基盤とした経済計画の一翼を担うものとして会計標準化が展開される
中で，１９４２年プラン・コンタブルを公表した会計標準化委員会と，経営
会計の統制を恐れ，むしろ経理自由を勝ち取ることを望んでいた企業経営
者達との妥協という政治的な理由であり，筆者もこれを支持した３６）。
しかしながら，１９４７年プラン・コンタブルが二元論のプランを選択し
た理由が，たとえリシャールの言うように政治的な理由であっても，プラ
ン・コンタブルという名称およびカドル・コンタブルを中心とした勘定組
織を継続したことに対する疑問が，依然として筆者には残っていた。そし
てその疑問に対する答えとしては，プラン・コンタブルによる会計標準化
という会計思考が，すでにドイツによる占領以前から，戦後の１９４７年プ
ラン・コンタブルを公表した時点まで，完全に根付いていたと考える方が
自然ではないだろうかと考えていたのである。
本稿での考察は，上記の筆者の疑問に対する明確な答え，およびその証
明ではないだろうか。すでに１９４２年プラン・コンタブルの公表よりも１０
年以上前から，フランスにはプラン・コンタブルによる会計標準化思考が
３６） 詳細については前掲拙著『フランスにおける会計標準化の研究』第６章
「１９４７年プラン・コンタブルにおける二元論選択の理由」を参照されたい。
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しっかりと存在していた。したがってドイツによる占領でゲーリング・プ
ランを強要されそうになった時も，むしろこれを好機として，フランス流
の会計思考を盛り込んだ１９４２年プラン・コンタブルを作成・公表したの
であった。だからこそ第２次世界大戦後に，ドイツの束縛から逃れ，フラ
ンス自らの手で公表した１９４７年プラン・コンタブルにおいても，プラン
・コンタブルという名称およびカドル・コンタブルを中心とした勘定組織
を積極的に，そして堂々と継続したのであった。これならば筆者も十分に
理解できると言えよう。だからこそ，１９２６年の第４回ブリュッセル国際
会計会議から約８０年が経過した２００５年に，EU が IFRS の強制適用を打
ち出した際にも，IFRS の強制適用はあくまでもユーロネクスト市場上場
会社の連結財務諸表のみにとどめ，フランスは依然としてプラン・コンタ
ブルによる会計標準化を選択しているのである。
それでは何故このようなプラン・コンタブルに関する起源とも言える重
大な事実が忘れ去られてしまっているのであろう。リシャールは論考の中
で「プラン・コンタブルが教員，実務家，学生になれている道具であって
も，第２次世界大戦中にさかのぼるその起源はあまり知られないままであ
る３７）」とし，その理由について，１９６０年頃まではよく見られたものの，
今日のフランスの会計の教科書の大多数が「フランスのプラン・コンタブ
ルの起源について非常にわずかしか論じていない３８）」からであるとしてい
る。実際，現在，会計史研究にあたるフランスの代表的な学者であるデゴ
(J-G. DEGOS) の著書『会計史』(L’histoire de la comptabilité) においても，全
体の６分の１にあたる２０ページをプラン・コンタブルについて費やして
いるものの，第２次世界大戦前，および大戦中の出来事については１９４２
年プラン・コンタブルについてほんのわずかだけ記しているにすぎない３９）。
３７） J. RICHARD, Op.cit, p. 1.
３８） Ibid., p. 2.
３９） J-G. DEGOS, L’histoire de la comptabilité, Press Université de Français, 1998,
pp. 102~104.
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この１９２６年の第４回ブリュッセル国際会計会議や１９４２年プラン・コン
タブルなどのプラン・コンタブルに関する起源についての事実が忘れ去ら
れてしまっている理由，著作の中であまり触れられない理由，筆者はこれ
こそ心理的な理由ではないかと考える。すなわち，フランスが世界に誇る
プラン・コンタブルによる会計標準化について語る時，プラン・コンタブ
ルの歴史について多くを語らない理由は，筆者にはドイツ占領軍に強要さ
れて１９４２年プラン・コンタブルを作成・公表したという事実を忘れてし
まいたいという心理的な思いがあるように思われてならない。
ともかく，２００５年の EU の IFRS 強制適用に際して，フランスは会計
標準化の手段として，IFRS ではなく，あくまでもプラン・コンタブルの
継続を選択した。そしてそこには２０世紀初頭から綿々と続く会計標準化
思考が存在するのである。
もちろん IFRS のようなアングロ・サクソン的会計思考からみれば，フ
ランスの会計標準化思考は全く異なったもの，時代遅れの代物に思う向き
もあるかもしれない。しかしながら，古くからあるもの，伝統的なものを
不用意に放棄して，新しいだけのものに飛びついてしまって良いものであ
ろうか。われわれは，「制度や理論の水準を云々する前に，その国に固有
の内面的なものの展開－これが物質的な文明の進歩に対比される精神的な
文化の発展につながるものであろう－がどういう状況にあるか，そういう
側面を明らかにすることこそが大切４０）」であると考えている。そういう意
味でも，IFRS アドプションの動きにブレーキがかかり，その正当性につ
いて疑問符が付けられ始めた今こそ，その対極にあるフランスの会計標準
化思考には学ぶべきものが多いと言えよう。
４０） 斉藤昭雄著，前掲書，p. 2.
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